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飲酒運転者が意識を失ったときに警察官が行った 
令状なき強制採血は修正 4 条違反か

── Mitchell v. Wisconsin, 588 U.S. -, 139 S. Ct. 2525 （2019）

君塚　正臣

［事実の概要］

　今日、「全ての州には、特定レベルを超える BAC（blood alcohol concentration=

血中アルコール濃度）で運転することを禁止する法律がある」し、BAC 制限の実

施を支援するため、一般に黙示同意法（implied-consent laws）と呼ばれるものが

可決されている 1）。これらの州法は、ドライバーに、「州の飲酒運転法に違反

していると信じる相当な理由（probable cause）がある場合」、BAC テストを受

けることを要求している 2）。ウィスコンシン州の黙示同意法もそうである。警

察官が、ドライバーが薬物関連又はアルコール関連の犯罪の何れかを犯したと

信じる理由がある場合、ドライバーは呼気又は血液検査に同意したと見做す 3）。

警察官はテストを行うと宣言し、ドライバーに選択とその選択の意味を説明す

る声明を読み上げる必要がある 4）。ただ、「意識を失ったか、同意を取り消す

ことができない者は、同意を取り下げていないと推定される」5）。

　2013 年 5 月 30 日、警察官 イェーガーは、Gerald P. Mitchell が 非常 に 酔っ

ているように見える状態でバンに乗って走り去ったという報告を受けた 6）。

イェーガーは、すぐに Mitchell が湖の近くで濡れた体で彷
さ ま よ

徨っているのを発

見した。Mitchell は躓
つまず

き、呂
ろ れ つ

律が回らず、2 人の警察官の支援なしにはほぼ立
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ち上がれなかった。また、運転前と、その後、湖畔で飲んでいたことを認めた。

呼気テストを行うと、ウィスコンシン州の運転の法的制限の 3 倍である 0.24％

の BAC レベル 7）を記録した。Mitchell は飲酒運転で逮捕され、標準的な慣行

として、よりよい機器を使用してより信頼性の高い呼気検査をするために警

察署に車で連れて行かれることとなったが、その途中、呼吸テストもできない

ほど意識がなくなった。イェーガーは BAC テストへの同意を取り消す機会を

与えるための標準的な声明を Mitchell に向けて読み上げたが、応答がないた

め、病院のスタッフに血液サンプルを採取するように頼んだ 8）。Mitchell はサ

ンプルを採取している間、意識はなく、血液の分析から、逮捕から約 90 分後

の BAC が 0.222％だと判明した 9）。

　Mitchell は、禁止されたレベルの血中アルコール濃度で運転した罪と、酔っ

て運転した罪の 2 つの飲酒運転規定 10）違反で起訴された。だが、令状なしで

行われた「不合理な捜索」で自らの修正 4 条上の権利を侵害された 11）として、

血液検査の結果を裁判で用いるのを差止めにかかった。州は、黙示同意法によ

り血液検査に合意したと見做され、修正 4 条違反には当たらないと反論した。

事実審で、陪審員は起訴された犯罪について彼を有罪と認定した。州の中間上

訴裁判所は、州最高裁に、先例 12）に照らし、州の黙示同意法の遵守が本件で

修正 4 条に反しないことを示すのに十分かどうか、意識がなくなった人からの

無令状採血が修正 4 条に違反したかどうか、という 2 つの質問を送付した 13）。 

州最高裁は有罪判決を確認した 14）。連邦最高裁は事件記録移送命令を出した 15）。

［判　旨］　結論において 5 対 4 で差戻し。

＜アリトー相対多数意見＞

　ロバーツ、ブレイヤー、カバノーが同調。

　一　警察官が、特定の事件の事実が修正 4 条の定める令状の一般要件に対す

る緊急事態の例外である場合、BAC テストを実施できる。また、警察官が飲
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酒運転でドライバーを逮捕する可能性のある相当な理由がある場合、警察官は

逮捕事件の無令状の捜索を許可する規則に基づいて呼気検査を実施することが

できる（但し、血液検査は実施できない）。

　ドライバーに意識がないため、呼気検査を受けることができないケースで警

察官は何をするか。緊急事態のルールは殆ど常に、令状なき血液検査を許可す

る。呼気検査が不可能な場合、飲酒運転法の執行は血液検査の実施に依存する。

意識のないドライバーは緊急治療室に連れて行かれ、診断目的で血液が採取さ

れる可能性が非常に高い。警察官は、事故現場で意識不明のドライバーに最も

頻繁に出くわすが、そのような状況では、他の負傷したドライバーや乗客の世

話や更なる事故の防止などが、令状を取得するために必要な手順と互換性がな

い可能性がある。よって、一般的なルールでは、ドライバーが意識を失ってい

る場合、令状は必要ない。

　二　「我々の以前の意見は、従うことを拒否するドライバーに民事罰と証拠

的結果を科す黙示同意法の一般概念に賛意を示した」16）。計画は、ドライバー

に対して法的に指定された BAC 制限、つまり黙示の同意によって促進される

BAC テストによって実施される制限に基づいている。飲酒運転の容疑者に強

制的に血液検査を受けさせることは、彼らの憲法上の自己負罪免責特権を侵害

しないと判断した 17）。ドライバーが相当な理由で逮捕された場合、免許の自

動失効の拒否がドライバーの適正手続の権利に反することもない 18）。

　飲酒運転で告発されたドライバーは、BAC テストが「捜索」であるため、

修正 4 条の「不合理な検索」禁止も主張した 19）。我々の先例は、通常、合法

的な検索の令状を必要とするが、このルールには明確に定義された例外がある

とした。意識のある飲酒運転容疑者に対する BAC テストに「逮捕事件の捜索」

に対する例外についての先例を適用した。また、我々は、「緊急事態」例外の

下で BAC テストを審査した。これにより、前述のように、「差し迫った証拠

の破壊を防ぐために」令状なき捜索が可能になる 20）。更に、他の緊急の義務

を負った自動車事故に巻き込まれた飲酒運転者に対する警察の血液検査を正当
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化した、というのは、令状申請によって引き起こされる「さらなる遅延」は、

本当に「証拠の破壊を脅かしていただろう」からである 21）。

　Mitchell の意識混濁と最終的な意識不明も、当局から呼気検査を実施する合

理的な機会を奪った。警察官は彼に「証拠にできるレベルの呼気検査装置」を

使用して呼気検査を行う合理的な機会がなかった 22）。イェーガーが署でより

よい呼気検査を求めたことは合理的であった。そして、Mitchell の状態がその

妨げになったとき、イェーガーが血液検査を続けるのは合理的であった。ここ

での重要な問題は、ドライバーの意識不明（又は意識混濁）がこの種の呼気検査

を受ける合理的な機会を排除するときに警察官が何をしてよいか、である。

　三　修正 4 条は、「人々が違法な捜索から身を守る権利」を保護し、「令状を

発しない相当な理由がある場合」があると規定している。採血は本人の検索で

あるため、令状なしでのここでの執行が妥当か否かを判断する必要がある 23）。

我々は、通常は令状が必要であると判断したものの、「令状要件には例外があ

ることを明確にした」24）。また、緊急の状況を除き、「公的な行動が必要であり、

令状を確保する時間がない」場合、令状なき捜索が許容される 25）。

　（1）要は、BAC テストは命を救う諸法令を施行するために必要だというこ

とである。ハイウエイの安全は非常に重要、然るべき BAC レベルでの運転は

法令により守られる、そして、これらの法的な BAC 制限を実施するには、自

然に消散してしまう BAC の証拠を取得するための合法的なテストが必要であ

る。そのためには、自然に消散してしまう BAC の証拠を取得するための合法

的なテストが必要である。従って、BAC テストは、重要な関心事のチェーン

を繋ぐ重要なリンクである。そして、これらの目的を進めるために呼気検査が

利用できない場合、血液検査が不可欠となる。

　第 1 に、ハイウエイの安全は重要な公共の利益である。我々はハイウエイの

安全を「やむにやまれぬ利益」と呼んだし 26）、2 度に亘って、無責任な運転の

影響を戦争の被害に匹敵する「虐殺」と呼んだことがある 27）。「恐ろしい大虐

殺」28）とも呼んだ。これらの激烈な語の裏には、1982 年から 2016 年まで、ア
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ルコール関連の事故がこの国で毎年約 10,000 から 20,000 人の命を奪ったとい

う、ぞっとするような数字がある 29）。

　第 2 に、これらの害と戦い、ハイウエイの安全を促進しながら、連邦及び州

の議員は、BAC 制限により大きな違いが生じると長い間確信してきた。「酔い

（intoxication）の統計的定義」を含まない以前の法律が効果的でない、或いは施

行が困難であると判明したとき、連邦はその制限を訴えた 30）。議会は、0.08％

の BAC 制限の設定を連邦ハイウエイ基金の授与の条件とすることとし、結果、

全ての州がこの制限を採用した 31）。ウィスコンシン州を含む多くの州は、再

犯者、もしくはより高い BAC レベルのドライバーに重い罰則を科す法律を可

決した 32）。これらのより厳しい措置は、ハイウエイでの死傷者の劇的な減少

と付合する。1970 年代半ばから 1980 年代半ば、「年間の死亡者数は平均 25,000

人だったものが、2014 年までにその数は 10,000 を下回るようになった。」33）

　第 3 に、BAC 制限を強制するには、明らかに、法廷で通るのに十分な精度

のテストが必要である 34）。そして、「検査のための血液サンプルの抽出は、ア

ルコールの影響を測定する非常に効果的な手段である」35）。だが、BAC 制限の

施行には、「アルコールが 1 時間あたり 0.01 パーセントから 0.025 パーセント

の割合で血流から消散するのが『生物学的確実性』であるため、迅速なテスト

が必要である ････。証拠は文字通り刻々と消えている」36）。後日、我々が緊急

事態の例外により飲酒運転の全てのケースで令状なき採血が許可されるもので

はないと判断した事案でも、BAC テストの遅延は「正確性に関する疑問を引

き起こす可能性がある」と認めた 37）。

　最後に、これらの利益を促進するために呼気検査が利用できない場合、「採

血が必要になる」38）。息を吹き込むことができない意識を失ったドライバーの

場合、上記のやむにやまれぬ利益を得るのに血液検査が不可欠である。

　実際、ここでの利益への関連性がより緊密なだけではない。利益そのものが

より大きくなっている。運転席で酔いつぶれ、又はその後すぐに酔うドライバー

は、はるかに大きなリスクを齎
もたら

す。これらの理由から、その状態により、当局
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が呼気検査を実施する合理的な機会が奪われている飲酒運転の容疑者の血液検

査には明らかに「やむにやまれぬ利益」がある 39）。

　（2）我々が、Schmerber v. California 判決で、飲酒運転容疑者の血液検査の

前に令状を確保する時間がないと判断したのは、そこにいる警察官が「緊急事

態に直面し、この状況下で令状を取得するために必要な遅延が証拠の破壊を脅

かしていると合理的に信じていたから」である 40）。従って、BAC 証拠の絶え

間ない消散だけでは緊急性が生じない場合でも 41）、同判決は、他の差し迫っ

た必要性と組み合わせるとそうなることを示している。

　（i）Schmerber 判決で、令状の申請によって引き起こされる遅延に追加す

る緊急事態を引き起こすその余の要因は、自動車事故であった。本件でそれは

ドライバーの意識不明である。実際、意識不明は差し迫った必要性を作り出

すだけではない。それ自体が医学的緊急事態である 42）。警察は、そのような

ドライバーを病院に連れて行くのを監視し、位置確認をし、及びサポートを必

要とする可能性があること 43）、到着後すぐに診断目的で彼の血液が採取され

る可能性があること 44）も予測でき、そして、直ちに行われた治療は、令状を

受け取った後に行われる採血の結果を遅らせる（又はそうでなければ結果を歪める）

危険性があり、その証拠値を低下させる 45）。意識のないドライバーの状態は

採血を例外扱いにする。実際、多くの意識不明のドライバーの場合、緊急性は

より深刻である。意識を失うほど酔っ払っているドライバーは、特に車を止め

る前に気を失った場合、クラッシュの危険性が非常に高くなる。そして、事故

により、警察官は容疑者の医療を確保（及び回避）する以上に、緊急の作業を

せねばならない可能性がある。人命に関わる問題に対処せねばならない場合も

ある。これらは、令状申請、重大な健康と安全の必要性の損失、及び令状申請

の延期、ひいては BAC テストの証拠価値と BAC 制限によって得られる全て

の説得力のある利益の間での何れかの選択を強制する。厳しいジレンマがある。

　（ii）反対意見は、最近は令状をより速く簡単に入手できるため、無令状捜索

は不要だと異議を唱えた。だが、意思伝達が速くなった時代にあっても、「令
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状は必然的に警察官又は検察官が完全に揃え、裁判官が確認するのに時間がか

かる。電話及び電磁令状では、治安判事に電話する前に複写した令状を準備す

るなど、警察官は、十分な記録を作成するために時間のかかる手続に従う必要

がある。更に、通信技術の向上は、警官が深夜の逮捕後に令状を必要とすると

きに治安判事が裁判をすることを保証するものではない。」46）意識不明のドラ

イバーによって作られた緊急シナリオでは、警察に比較的短い期間でさえ他の

仕事の延期を強いることは、恐ろしい二次的費用になる危険性がある。

　四　警察が、人が飲酒運転の犯罪を犯したと考えられる相当な理由を持って

おり、ドライバーの意識不明又は意識混濁が、警察に標準的な証拠とし得る呼

気検査を実施する適切な機会がある前に彼を病院又は同様の施設に連れて行く

ように要求する場合、ほぼいつも、修正 4 条を侵害することなく、ドライバー

の BAC を測定するために令状なき血液検査を命じることができる。警察が

BAC 情報を求めていなかったならば、被告が自分の血を採取されなかったこ

とを示すことができ、警察が、令状の申請が他の差し迫った必要性や義務に干

渉すると合理的に判断できなかったということを、特異な事件で被告が示す可

能性を、我々は排除するものではない。Mitchell にはそれを示す機会がなかっ

たため、差戻しが必要である。

　ウィスコンシン州最高裁判決は破棄され、更なる手続のために差し戻される。

＜トーマス結果同意意見＞

　今日、相対多数意見は管理が困難なルールを採用している。このケースを解

決する「より良い（そしてはるかに簡単な）方法」は、私が Missouri v. McNeely

判決反対意見で提案した「本質的なルール」を適用することである。血流中の

アルコールの自然な代謝により、ドライバーに意識があるかないかに関係なく、

「一度、警察が、ドライバーが飲酒しているとする相当な理由があるとした場合、

緊急事態が発生する」47）。私はウィスコンシン州最高裁が差戻審でこのルール

を適用すべきだと考えているため、結論のみに同意する。
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　一　修正 4 条は、文字通り、捜索が令状によってサポートされねばならない

とは要求していないが 48）、Kentucky v. King 判決 49）で「本最高裁は、令状が

一般に確保されなければならない」ことを暗示した。McNeely 判決では、意

見の割れた最高裁は、血流中のアルコールの自然な代謝は、修正 4 条の令状

要件の例外を正当化する本質的な緊急性を示さない、との判決を下した 50）。

Birchfield v. North Dakota 判決では、飲酒運転の無令状逮捕に対する捜索事件

で、採血を行うことはできないと判断した 51）。我々が直面する問題は、本件

での採血が令状要件の「合理的な例外」の何れかに該当するかどうかである。

　二　「緊急事態」の例外は、「法執行機関の必要性が非常に強いため、修正 4

条に基づく令状なき捜索が客観的に合理的である」場合に適用される。「証拠

の差し迫った破壊」はあらゆる飲酒運転の逮捕におけるリスクであり、従って、

「緊急事態のドクトリンを暗示する」52）。この「証拠の急速な破壊」53）は特に問

題である。それは、飲酒運転の処罰がドライバーの血中アルコール濃度に一部

依存しているからである。ウィスコンシン州法の規定では、ドライバーに運転

障害の疑いがある場合にのみ採血が許可されるため、令状要件の緊急例外の範

囲内に容易に収まってしまうのである。

　この単純なルールを採用する代わりに、相対多数意見は、血中アルコール濃

度の証拠が「消散している」通常の飲酒運転のケースと、「他の重要な要因を

も含む」ケースとの間で欠陥のある区別をする。」しかし、「他の幾つかの要因

が、差し迫った健康、安全、又は法執行機関の必要性を生み出し、令状の申請

よりも優先される」かどうかは関係ない。証拠の破壊があるというだけで、過

酷な状況に基づく無令状捜査を正当化するには十分である 54）。おそらく、相

対多数意見は McNeely 判決を覆さないように線引きをしているが、同判決は

間違って決定された 55）。Birchfield 判決での我々の決定は既にその根拠を弱体

化させている。最高裁は「逮捕者の積極的な証拠の破壊と自然なプロセスによ

る証拠の喪失との区別は殆ど意味がない」と述べた 56）。加えて、McNeely 判

決は、本質的に、ルール自体が「ケースバイケース」の「状況全体」分析と通
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常は緊急事態のケースで適用されているという一貫性がない信念に基づいてお

り 57）、その根拠は最初から疑わしかった。全ての飲酒運転のケースで証拠の

破壊が問題となっていることを認めても、McNeely 判決と Birchfield 判決が承

認した全体的な、一般的な状況のアプローチが損なわれることはない。

　最高裁は、証拠の破壊の危険がある場合、警察官は令状なしで捜査できると

一貫して判断してきた 58）。飲酒運転でもルールに違いはない筈である。相対

多数意見のルールは、明確であると言うよりも混乱する危険性の高いものであ

るため、私はその結論にのみ同意する。

＜ソトマヨール反対意見＞

　ギンズバーグ、ケイガンが同調。

　相対多数意見の決定は、緊急事態への対応と州の飲酒運転法の施行に用いら

れる証拠の確保との間の選択から法執行機関を助けるために今日の判決が必要

であるという誤った前提に依拠している。そうではない。飲酒運転の疑いがあ

る人の意識を失った人の採血を命じる前に、警察は何をしなければならないか。

修正 4 条の下では答えは明らかである。時間があるならば、令状を入手するこ

とだ。ウィスコンシン州は州裁判所で Mitchell から採血する令状を取得する時

間があることを認めており、それで問題は終わりである。相対多数意見は、ウィ

スコンシン州が促さず、州裁判所が考慮せず、本最高裁の判例に反する、緊急

事態についての真新しい推定を支持して、令状要件の確立された保護をその必

要がないのに放棄したのであり、私は丁重に反対する。

　一　警察官が病院に血液検査を依頼したので、Mitchell の血は逮捕から約 90

分後に採取され、BAC は 0.22％ 59）だった。Mitchell はウィスコンシン州法に

違反した罪で起訴されたが、令状なき採血は修正 4 条の禁ずる不当な捜索だっ

たと主張した。これに応じて、州は、緊急事態が令状なき採血を正当化しない

ことを認めた。州の弁護士が事実審裁判所に述べたように、「緊急事態の状況

で採血されたことを示唆するものは何もない」60）。代わりに、州は、州の黙示
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同意法により無令状採血が合法であると主張した 61）。州控訴裁は、州最高裁

に移送し、控訴に関する唯一の問題を「ウィスコンシン州の黙示同意法に従っ

て意識を失ったドライバーが令状なき採血したかどうか、緊急事態が存在する

か、又は議論されていた場合は、修正 4 条に違反するということ」だと確認し

た 62）。連邦最高裁は、警察が無意識の飲酒運転容疑者から血液を採取するこ

とを可能にするウィスコンシン州のような法律が、修正 4 条の令状要件の例外

を提供するかどうかを決定するため、移送令状を出したのである。

　二　捜査の目的が犯罪の証拠を明らかにすることである場合、修正 4 条は通

常、警察に令状を取得するよう要求する 63）。令状の要件は単なる形式的なも

のではない。必要な判断の判定が、「犯罪を探し出す競争が激しい活動に従事

している役人によって」ではなく、「中立的で独立した治安判事によって」行

われることを保障するものである 64）。従って、令状なしで実施された捜索は、

「修正 4 条の下では、それ自体合理的ではない──但し、具体的に確立され、

明確に記述された例外が幾つかある。」65）「状況の緊急性が法執行機関の必要性

があまりにやむにやまれぬものなので、無令状の捜索を客観的に妥当にする」

場合に適用される緊急事態の例外 66）、捜索について任意の同意がなされた場

合の同意の例外 67）、「逮捕事件の捜索」の例外 68）などである。

　（1）採血は修正 4 条に基づく「捜索」である。意識不明であるか否かに拘ら

ず、人の血液を採取する行為は、犯罪捜査のための証拠を抽出することを目的

として、「皮膚の下から人の静脈への強制的な身体侵入を伴う」69）。本最高裁

は、何十年もの間、修正 4 条の保護から血液検査を除外しようとする断固たる

試みに直面しても、修正 4 条の令状要件とその例外の狭さに忠実であり続けた。

最高裁は、捜査令状は、「人体への侵入が懸念される場合、通常、必要とされ

る」ことを強調した 70）が、Schmerber 判決では、特定の「特別な事実」──

つまり、現場での調査とその後の入院に起因する異常な遅延──が、証拠を失

う前に「治安判事を探し出して令状を確保する時間がない」状況に警察をした

と認めた 71）。最近、McNeely 判決で最高裁は、緊急性は「状況の全体に基づ
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いてケースバイケースで決定されねばならない」と説明しつつ、血液検査は令

状要件から明確に免除されていないと判断した 72）。警察官が「捜索の有効性

を著しく損なうことなく、血液サンプルを採取する前に合理的に令状を取得で

きる場合」、最高裁は「修正 4 条はそうすることを義務付けている」と明言し

た 73）。Birchfield 判決では、採血を令状要件から免除する別の試みを断固拒否

した 74）。血液検査は呼気検査よりもはるかに煩わしいので、特別な状況が警

察官による令状の取得を妨げたのではない限り令状要件は適用されるとしたの

である 75）。

　（2）Schmerber 判決と McNeely 判決は、特定のケースの事実についての令

状なき採血を正当化する可能性があるものの、採血についてはカテゴリカルな

緊急性の例外がないことを立証した。Birchfield 判決からは、逮捕事件の捜索

として、令状なき採血を正当化できない。そうする時間がない場合を除き、警

察官は採血を命じる前に令状を取得する必要がある 76）。

　これら先例にも拘らず、ウィスコンシン州の主な主張は常に、Mitchell が州

の「黙示同意法」による採血に同意していたというものであった。相対多数意

見は、ここでの同意の例外に依拠しない。相対多数意見の推論の一部について

は同意するが、州法は、どのように表現されようとも、修正 4 条が求める、実

際に状況を説明して相手の同意を得るようなこと（informed consent）を創設す

ることはできないと考える 77）。これで本件は終わりである。

　三　ウィスコンシン州の黙示の同意の理論に対処し、そして棄却するために

本最高裁の判例を単に適用するのではなく、今日の相対多数意見は、州が積極

的に差し控えた問題である、緊急性に依存するということに並外れた一歩を踏

み出してしまった 78）。州は、本最高裁でも州裁判所でもそのブリーフで一度も、

ここで緊急事態が発生したと主張したことがない。しかしながら、本最高裁は

「最初の検討をするのではなく、審査の裁判所」である 79）。従って、緊急の問

題は放棄された 80）。本最高裁はそれを考慮すべきではなかった 81）。

　この種の制限には正当な理由がある。完全に訴訟を起こすことを最高裁に保
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障することで、「問題に正面から取り組む議論する下級裁判所の意見と両当事

者双方の発展した議論の利益を得ることができる。」82）裁判所は、「法的な調

査と研究の自主的な委員会として」ではなく、当事者間の紛争を解決するため

に存在する」83）のである。これらのルールは、換言すれば、最高裁によるよ

り多くの情報に基づいた意思決定を生み、判事の心にのみ生きる議論に先制的

に対応することの期待できない訴訟当事者にとって、より大きな正義を確実に

させる 84）。相対多数意見はこれらの基本原則を尊重せず、無謀に行動した。

　四　ウィスコンシン州が、ここで緊急例外バージョンを適用することを検討

するよう裁判所に依頼しなかったのには十分な理由がある。本最高裁の先例が

それを排除しているからである。相対多数意見によれば、飲酒運転の疑いのあ

る人物から警察が血液サンプルを入手しようとしたとき、その人物が意識を失

うと「殆ど常に」緊急事態が発生する。だが、本事例が示すように、容疑者が

採血前のある時点で意識を失ったという事実は、令状を取得するのに十分な時

間がなかったことを意味するものではない。そして、警察が採血の前に令状を

確保する時間がある場合、「修正 4 条はそうすることを義務付けている。」85）

　（1）修正 4 条の令状要件に対する緊急事態の例外は、連邦が「公式の行動を

する、やむにやまれぬ必要性と令状を確保する時間がないこと」と証明できる

場合に適用される 86）。最高裁は、警察官が「重傷を負った」居住者又はその

ような傷害の差し迫った脅威に直面している人を助けるために令状なしで家に

入る必要がある場合 87）、警察官が逃亡している容疑者を「熱心に」追跡して

いる場合 88）、そして、警察官が火災を消火するために燃えている建物に入る

必要がある場合 89）を緊急事態と特定してきた。

　採血は異なるタイプの緊急事態を暗示する。最高裁は、「状況によっては、

法執行官が証拠の差し迫った破壊を防止するために、令状なしで捜査を行う場

合があることを認め」、そして「状況の全体に目を向ける」90）。「重要な点は、

････ 緊急事態の例外が、裁判所に対し、緊急事態が特定の各事件において令

状なき捜査を正当化したかどうかを調べることを求めている」ということであ
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る 91）。McNeely 判決では、8 人の裁判官は、警察が従来の、少なくとも場合に

よっては令状を取得する時間があるという「緊急事態のケースバイケースの評

価」に注意を払った 92）。採血を伴う事件は、警察官に「今でなければ二度と

ない」状況を提示する典型的な証拠破壊事件とは「重要な点で異なる」93）。「警

察官が家のドアのすぐ外にいて」、「証拠が破壊されようとしている、人が負傷

しようとしている、又は火災が発生している」状況とは異なり、警察官が令状

を最初に取得する必要があるか否かにも関係なく、血液検査を求める場合はあ

る程度の遅延が付きものである 94）。典型的な状況では、逮捕直後に血液を検

査できない。通常、飲酒運転の容疑者を病院又は他の医療施設に輸送し、医療

専門家による採血を待つ必要がある。更に、「アルコールが完全に吸収される

と、人の血中のアルコール濃度は消散し始める 95）が、「徐々に、比較的予測可

能な方法で消散する」96）。そして、精度の問題を生じさせるほど遅延が長くな

らないと仮定すると、「専門家は、サンプルが取られた時点で BAC から逆算

して、申し立てられた違反の時点での BAC を特定できる。」97）令状を取得す

るための僅かな遅延は、無法な車道での処方箋にはならない。他方、最高裁

が認めたように、大幅な技術進歩により、「令状申請のより迅速な処理」が可

能になった 98）。連邦制度では、治安判事は、電話又は「他の信頼できる電子 

的手段」を通じて伝えられた宣誓証言に基づいて令状を発行することができる 99）。

大多数の州では、警察官は「電話又は無線通信、電子メールなどの電子通信、

ビデオ会議などさまざまな手段で遠隔から」令状を申請できる 100）。また、「標

準形式の令状アプリケーション」を使うことによって、特にこの状況において

は、多くの州でも令状プロセスが整理された 101）。その結果、裁判官はしばし

5─15 分で令状を発行できる 102）。従って、McNeely 判決が明らかにしたように、

緊急事態の例外は、時間が警察官側にない場合にのみ適切なのである。

　（2）本最高裁が McNeely 判決でのカテゴリカルな緊急例外を拒否した理由

は、飲酒運転の疑いのある人が意識不明である（又は意識が失われていく）場合で

フルに適用されることにある。実際には、相対多数意見が観察しているように、
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意識を失った人が医療のために病院に搬送される必要があるため、遅延が生じ

る。本件では McNeely 判決の事例よりもさらに遅れが生じた 103）。意識のある

人と同様、意識を失った人の BAC は徐々に、そして予想通りに消散する。更に、

より高い BAC で無意識が発生する可能性が高い 104）ため、無意識の飲酒運転

容疑者の BAC は、意識がある容疑者よりもおそらく法的制限を上回っている

────従って、法的制限を超えて長く留まる。

　結局、人が意識を失ったという単なる事実は、最高裁が McNeely 判決で採

血に関するカテゴリーカルな緊急例外を拒否したときに行った勘定を実質的に

変更しない。多くの場合、容疑者が意識不明になった場合でも、警察官は令状

を確保するのに十分な時間を持っている────つまり、修正 4 条は令状確

保を求めているのである。

　（3）相対多数意見は、意識を失った飲酒運転容疑者は、意識の喪失により常

に緊急の医療処置を必要とすることを意味するという事実に基づいて、他の人

と区別する。しかし、医療の必要性は意識を失った容疑者に固有のものではな

い。「酔っ払ったドライバーは、」警察が遭遇したときに意識がなかったか否か

と無関係に、「しばしば緊急治療室に行く」105）。McNeely 判決は無令状の採血

全てをカテゴリー的例外だとは宣告しなかった。全ての医学的対応が採血を命

令する前に令状を確保する法執行機関の能力を妨げるわけではない 106）。相対

多数意見は、意識を失った人、その治療、対向車、捜査の必要な人など、悲観

的な絵を描いている。しかしながら、殆どの事例で、そのような恐ろしい絵画

は具体化しない。本件でもそうである。

　相対多数意見が想定する事例が発生した場合でも、警察官は、令状を取得す

ることと、「重大な健康と安全の必要性」に注意を向けることとの「競り合う

優先度」の間で「選択せざるを得ない」ことはない。要は、多くの事例で、警

察は医療ニーズに対処する十分な時間を確保し、推定証拠（即ち、容疑者の血中

のアルコール）が消散する前に令状を取得するべきである。警察官が「今でなけ

れば二度とない」状況に本当に直面していれば、緊急事態の例外に頼って採血
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を直ちに命じることができる 107）が、本件や他の多くの事案はそうではない。

　五　我々の先例によって解釈された修正 4 条は、飲酒運転の容疑者から採血

を求める警察官に、可能な限り令状を取得するよう義務付けている。そのルー

ルが本事案を解決する筈である。相対多数意見は誤ってこの規則から逸脱し、

代わりに独自の複雑な逆推定を設定した。しかし、修正 4 条は、相対多数意見

が思うほど柔軟ではない。令状の要件は、捜索が「政府機関の無作為又は恣意

的な行為ではない」ことを「市民に保障する」ことにより、プライバシーと身

体的自由を保障する 108）。「緊急の必要性」に基づいて令状なき捜査を正当化す

るには「警察は重い負担を負う」109）。本判決は飲酒運転の惨劇を改善するのに

役立つと相対多数意見は信じているかもしれないが、実際に行っているのは、

修正 4 条によって保障された保護に別の不必要な打撃を与えることである。私

は謹んで異議を唱える。

＜ゴーサッチ反対意見＞

　ウィスコンシン州のドライバーが州法のおかげで血中アルコール検査に黙示

的に同意するかどうかを判断するために、この訴訟を取り上げた。だが、本日、

最高裁は代わりに、ウィスコンシン州法を全く異なる根拠で──差し迫った

状況のドクトリンを引用して──支持した。この分野での本ドクトリンの適

用は、当事者も裁判所も議論していない複雑で難しい問題を提起する。却下し、

緊急事態の問題を提起する事件を待つべきである。

［研　究］

はじめに

　アルコールの悪影響は飲酒運転以外でもしばしば指摘されている。アメリカ

で、殺人事件の 86％、性的虐待又はレイプ事件の 60％がアルコールの影響下

で行われたとの指摘もある 110）。全米道路交通安全協会によると、アメリカでは、
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2017 年には 48 分毎に約 1 人、年間 10,000 人以上が死亡し、損害額は 2010 年

には年間 440 億ドルに達していた 111）。北部のほぼ全部の州は黙示同意法を成

立させた 112）。他方でアメリカは、憲法と法律による禁酒が失敗に終わった歴

史を持ち 113）、現在、酒類の小売額は年間合計約 3,633 億 3,000 万ドルで、アメ

リカの国内総生産の 1.65％に相当すると推定されている 114）。飲酒を法令で全

国一律に直接抑止することは難しい。飲酒運転者は生涯に亘って危険な飲酒習

慣を継続するとする調査結果から、法規制よりもアルコール依存症に対する治

療的介入こそが有益であるとの指摘もある 115）。その狭間で、飲酒運転を取締り、

かつ、その方法が憲法適合的であることが求められているのである。

　本件事案自体は特に複雑なものではない。警察官は、飲酒運転容疑者を発見

すれば、証拠となる BAC データを確保したいと思う。しかし、それは時間と

共に消散する。数値が低くなり、有罪に持ち込めなければ、結果が重大となり

易い飲酒運転の取締り効果が希薄になる。呼気検査ができなければ採血に及び

たいが、令状の発付を待てない気分である。だが、ドライバーからすれば、行

き当たりばったりに警察官に車を止められ、躊躇なく注射器を刺されては堪
たま

ら

ない。採血は司法の判断を踏まえて欲しいと思うのは当然であろう。アメリカ

で、令状主義の例外をどこまで認めるのかの攻防の一場面である。

　本判決は、保守派に中間派・長官が付いたものの、法廷意見は形成されなかっ

た。連邦最高裁の保守派優位は盤石とは言い難い。他方、リベラル派女性 3 裁

判官の一致結束は乱れなかったが、多数派は形成できなかった。

1　令状主義の例外の範囲

　合衆国憲法修正 4 条は、捜査機関の捜索については令状を要することを規定

している 116）。「身体、住居、書類及び所有物の安全を保障される人民の権利」

としており、身体の捜索が対象であることは明文上明らかである。では、身体

検査に必ず令状が必要とされたかと言えば、そうではない。

　1964 年の Malloy v. Hogan 判決 117）で修正 5 条が州にも適用されることにな
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り、合衆国憲法の刑事手続の適正要求は強まったが、その基盤となったのは

1967 年の Katz v. United States 判決であると言ってよい。Katz 判決では、公

衆電話ボックス外部に FBI が取り付けた盗聴器から傍受した会話を証拠とし

て提出したことが、プライバシーの侵害でかつ修正 4 条の保障する「捜索、押

収」の令状主義に反し、許されないとされた。ただ、この基準は、物理的に内

部でなくともプライバシーに関わるものの入手には令状が必要だとして、何が

プライバシーであるかを語らず、トートロジーであると共に裁判官に広汎な裁

量を与えたとの危惧があった 118）。そして、令状主義に多くの例外が存在して

きた。明らかなものは Riley 判決に代表される逮捕に伴う例外 119）で、広範に

認められてきたものは、禁制品の運搬が可能な密室の移動手段である自動車に

関する例外であった 120）。これは 1925 年の判例 121）から車内は「相当の理由」

があれば捜索できるのであり、同乗者の捜索も可能とされるに至っている 122）。

本判決反対意見も示している通り、King 判決に代表される緊急事態の例外や

Randolph 判決に代表される同意の例外などもあり、実は例外が多い 123）。日本

国憲法の刑事手続条項解釈が文言解釈に傾きがちであるのと裏腹に、アメリカ

合衆国憲法の同種の条項は、条項が少ないこともあってか、あくまでも「不合

理な捜索」を禁ずる原則を定めたものと解されているのであろう。

　呼気検査は、1989 年の Skinner 判決において、プライバシーに深刻な懸念

を与えるものでないとしたように、基本的に容認されてきた。これに対し、採

血は、呼気検査と異なり、針を皮膚に刺し、血液を採取することから、それが「身

体」に対する「捜索」であることは明らかである 124）が、連邦最高裁は令状要

件を絶対としてきたわけではない。1966 年の Schmerber 判決では、逮捕後、

入院による異常な遅延に際し、警察の依頼で医師が行うことは憲法上許容され

るとした。但し、McNeely 判決では、事案毎に事情を勘案して判断されるべ

きであるとして、本事案では警察官がおよそ令状を取ろうともしなかった事実

に鑑みて、無令状強制採血に進むことは許されないとされたし、Birchfield 判

決では、強制採血は、逮捕に伴う捜索の法理では許されず、少なくとも緊急性
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の例外に基づかなければならないというものであった。

　連邦最高裁は盗聴の場合よりも採血では身体侵襲性の低い手段を求めてきて

いる 125）ようだが、そこでの司法審査基準は中間審査（intermediate scrutiny test）

程度だとする論評もある 126）。しかし、原則としては、「状況の緊急性」が無令

状の捜索を合理的である程度にやむにやまれぬ法執行の必要性を生じさせてい

るときであるとされ、審査枠組みは一般に厳格審査モードに見える。本相対多

数意見も「やむにやまれぬ利益」を繰り返し論じているので、この修正 4 条の

枠組みに従っていると思われ、検討課題はその実質の方にあろう。

2　本事案の検討

　本判決は、先例として Birchfield 判決を引き、飲酒運転容疑者に対して警察

官が強制的な呼気検査を無令状ですることはできるが、採血は難しく、緊急性

の例外がなければならないとする判例に縛られている。McNeely 判決も引用

し、警察官が令状を得ようとしていないことは許されないが、BAC が消散す

ることに鑑み、緊急性があれば強制採血はできるとしている。判例は変更され

ていないが、呼気検査が行えず、そのままでは飲酒運転が明らかながら科学的

データを得られない、意識を失ったドライバーの逃げ得を防ぐため、緊急性を

広く認定し、酩酊状態を認知して 90 分以上である本件のような事例でも緊急

性はあるとして、結果、強制採血の余地を広げたものと言えよう。

　これには、令状要件に対する緊急例外の潜在的に広範な拡大を齎
もたら

すであり、

修正 4 条の保護を弱体化させる最高裁判例として機能する 127）との批判もある。

先例との関係で、McNeely 判決で緊急性の例外を認めなかったアリトー判事

が、本件でこの採血を合憲と認めていることも一貫性に疑問が示された 128）。

相対多数意見によれば、州及び現場の警察官は令状を確保する時間がないと

証明すれば令状なき採血は可能となったように思える 129）。潜在的な拡張性が

あり、BAC が高いと思われれば警察官が令状なき採血を命じ得るようになろ

うか 130）。本判決は法廷意見ではなく相対多数意見ではあるが、2 カ月半後の



飲酒運転者が意識を失ったときに警察官が行った令状なき強制採血は修正 4 条違反か

223

2019 年 9 月には、テキサス州裁判所が、意識のない飲酒運転者に警察が無令

状採血を行った事案で早速引用される 131）など、影響は少なからずある。

　しかし、そもそもアルコールの鑑定件数は多く、理論的に動態が安定して

いるとされる。飲酒 1 時間までは吸収分布相であるが、その後、BAC はほぼ

直線的に減少する直線的消失相に入り、それが 0.04％を切ると指数関数的に減

少する曲線的消失相に入るのである 132）。特定の時点での BAC を算出するこ

とは、比較的容易である。現在では、ウィドマーク法などにより、事故時の

BAC は、その後の BAC を検証すれば、体重、飲酒後の経過時間、1 時間当た

りのアルコール減少率、アルコール体内分布係数などから算出できる 133）よう

にも思える。更には、皮膚に針を刺さずとも、光電容積脈波計測により光学的

に BAC は計測できるとする研究もある 134）。以上のことからすると、BAC の

測定が多少遅れても、そして多分、2 回計測すれば、事故時の基準値超過を立

証することは困難ではなく、BAC の測定を急ぐため、令状の取得は大きく後

回しにせざるを得ないほどのことはないのではないか、との疑問が湧く。

　また、相対多数意見によると、ドライバーに意識がなく、呼気検査がなされ

ておらず、医療施設に直行の場合に限定して緊急性を認めることになるが、ルー

ルが複雑ではないかとの批判もあろう。先例との擦り合わせに無理がある感も

ある。そこで、トーマス結果同意意見はストレートに、飲酒運転でドライバー

に意識がなければ、直ちに緊急性が生じていると解すべきであり、判例変更を

行うべきだとする。ある意味、一貫性がある。ただ、この立場には、令状主義

の例外を包括的に認めてしまう、最早その破壊に至るという疑問がある。本件

事案でも、警察官は途中で電話やメールをすることで連絡を取り、令状発付を

同僚に頼むぐらいはできたのではないかとの疑いがある。その改善の方が判例

変更や、判例のなし崩し的拡大より先にも思える。

　そうなると、ソトマヨール反対意見の展開する、言わば原理主義的な、令状

主義の徹底の方に分があるようにも感じられる。ただ、これに従えば、悪質な

飲酒運転者が時間稼ぎに走ることが懸念される。時間が経過してからの採血結
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果から事故時の BAC を算出するのは正確ではない、自分の体質を考慮してい

ないなどと抗弁することで、証拠不十分で言い逃れ可能になるのではないかと

の疑念がある。現場の警察官からすれば、最も信頼性が高いのは、直接 BAC

を測定することであり、それはアルコールの急性中毒による意識障害と他の重

篤な病態を鑑別するのに役立つ 135）。また、危険な運転や赤ら顔のドライバー

を警察官が認識しても直ちに拘束できないとなれば、重ね飲みによる罪証隠滅

の危険 136）なども否定できない。このほか、ソトマヨール反対意見は、令状の

依頼は短時間に容易にできるようになったと主張するが、結局、そこで取得す

る令状は略式や仮のものになっていき、言うほどは令状主義の徹底を図れない

のではないかとの疑問もある。アメリカは日本以上に飲酒の害は大きく、有罪

となる BAC 基準も高い。本件被疑者は、その線を遥かに超えた悪質なドライ

バーである。飲酒運転による死亡事故は故意の殺人にほぼ匹敵する。正論なが

ら、これらを見逃す結果にならぬようにする、共感を得易い注意深い論及が必

要ではなかったか。本意見にも不安な要素がある。

　ゴーサッチ反対意見のように、当事者主義の立場からすれば、そして、事実

認定と法的判断は不可分であるため、当事者の主張以外の判断を裁判所は行う

べきではないのだから、事件記録移送命令で取り上げた問題ではない問題を相

対多数意見とソトマヨール反対意見は取り上げているのだから、差し戻せばよ

い、とするのも、肩透かし的ながら、一理ある。ただ、連邦最高裁が、これま

で時として当事者の主張以外の法的判断も行い、憲法判断も行ってきたことを

どう評価するかは疑問となろう 137）。

3　日本法への示唆

　現在、日本の道路交通法 117 条の 2 第 1 号は、酒酔い運転について、「第 65

条（酒気帯び運転等の禁止）第 1 項の規定に違反して車両等を運転した者で、そ

の運転をした場合において酒に酔つた状態（アルコールの影響により正常な運転が

できないおそれがある状態をいう。以下同じ。）にあつたもの」を 5 年以下の懲役又
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は 100 万円以下の罰金に処すると定めている。ある時期、「交通戦争」への対

峙が叫ばれた日本でも、飲酒運転は大きな問題であった。最高裁第 3 小法廷

は、まさにその時期の 1966 年、必ずしも検知器その他の特別のいわゆる科学

的判定法によることを要せず、事故前の飲酒量及び飲酒状況等の資料を総合し

て認定できるとした 138）。検挙時に「強い酒臭を発し、目を充血させ、通常よ

り大きな声で取調べに当つた警察官に対し『責任者を出せ。』などとこもごも

申し向けて反抗的態度を示し、アルコール検知を拒絶した」などという「運転

直後の言語、行動、身体的特徴等」も加味した「外観的観察等から経験則によ

つて」飲酒運転は「認定することができる」とする判決 139）もある。また、重

ね飲みがなされた事案で、飲酒状況等それまでの経緯等を踏まえ、アルコール

の影響により正常な運転が困難な状況で走行して事故を起こしたとして危険運

転致死罪を適用した下級審判決 140）もあり、酒酔い運転の摘発に呼気検査や採

血が絶対必要というわけではない。このことは逆に、被疑者が酒に強い、酒は

抜けているという抗弁をしても、外見上酒酔い運転と思われればその罪に問わ

れることも示している。飲酒運転取締りは強化され、交通事故死は減ったと言

われている。以前、BAC 0.05％以上、呼気アルコール濃度で 0.25mg/ℓ以上が

酒気帯び運転の処罰対象であったところ、2002 年 6 月からは BAC 0.03％以上、

呼気アルコール濃度で 0.15mg/ℓ以上がその処罰対象となり、現在では 3 年以

下の懲役又は 50 万円以下の罰金と法定刑も重くなった 141）。アメリカで一般に

BAC 0.08％以上が処罰対象であるのと比べても厳しい。酒気帯び運転につい

ては、計測値に基づく形式的な基準が用いられている。個体差は配慮されない。

　とは言え、酒気帯び運転は勿論、酒酔い運転であってもそれを特定し、裁判

に耐え得るようにするには、科学的鑑定が今や必要であろう。飲酒運転事案な

どでは強制採血が行われ、また、覚醒剤事案では強制採尿が行われてきた。採

る体液の違いは、どの体液に証拠が残るかによる。最高裁第 1 小法廷は 1980 年、

覚せい剤粉末の譲渡及びその自己使用の事案で、被疑者の身体を押さえつけ、

カテーテルを尿道に挿入して行われた強制採尿を、被擬事件の重大性、嫌疑の
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存在、当該証拠の重要性とその取得の必要性、適当な代替手段の不存在等の事

情に照らし、犯罪捜査上真にやむを得ない場合に最終手段として、医師をして

医学的に相当と認められる方法で行わせなければならない旨の条件の記載があ

る捜索差押令状を経てなされれば許容される、とした 142）。この判断の「内実

は『捜索・差押えの衣を着た身体検査令状』説といってよいが、これを両者を

合成した別種の強制処分とみるならば、新しい令状の創出として（「強制採尿令状」

という呼称が判例でもよく使われているので、そのような理解が広くゆきわたっているよう

にもみえる）、強制処分法定主義から問題を含むことになる」143）。

　確かに、強制採血についても強制採尿と同様に捜索差押令状でよいとする

説もある 144）。しかし、血液は健康を維持する上で不可欠な身体の一部であり、

自然に体外に排出されることは期待できず、人間の生理機能を利用して採取す

ることができない点で、尿とは異なる 145）。他方、身体内部への侵襲は比較的

軽度で、生理現象を他人がコントロールする面も少なく、「人格の尊厳の侵犯

というほどの権利侵害には至らない」ものと言える 146）。そのため、強制採血

については、その根拠として、身体検査令状説と鑑定処分許可状説が対立して

いる。前者は、捜査機関が証拠を差し押さえるために、体内であっても証拠物

を探索・発見し収集・保全できるとする考え方で、強制採尿の判例を押し進め

る立場であると言えよう。後者は、警察が法医学教室に死体の解剖を嘱託する

ように、検察官等の請求の後、裁判官の許可を得ることにより、医師などの専

門家が血液を採取して鑑定を行えるとする考え方である 147）。前者は直接強制

できるが、後者はできない 148）。そして、身体検査令状と鑑定処分許可状の併

用を支持する立場 149）が生じ、実務はそうである。しかし、「併用説は検証の

域をこえるからこそ鑑定処分の許可を必要と考えるものであるから、両者が相

互補完的であるはずがなく、また直接強制とはいっても身体検査令状の限度で

は無意味」であって、「強制採尿と区別したのは、尿が老廃物であり身体の一

部ともいえる血液とは違うと考えた」筈であり、尿と血液「の強制採取につい

ては、その存在場所（身体内部である）と採取方法（同程度の侵襲行為が必要である）
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が考慮すべきもっとも重要なポイントである」ところ、「判例がそれにもかか

わらず体内からの尿の『採取』を差押えとし、尿道への挿入行為を捜索とする

判断に踏み切った以上、判例法としては、採血についても同様に扱うのが論理

の要求するところ」だとする田宮裕の批判がある 150）。田宮は、「私見は、判例

のような加重要件を付加した身体検査令状説か、理想的には鑑定処分許可状説

を妥当とし、いずれにせよ強制採尿とパラレルに解さざるをえない」としてい

る 151）。しかし、何れの令状でも無理であれば、強制採尿や採血はできないと

する考え方 152）も一理ある。少なくとも、医師の手によること、体液取得の目

的が明確であること、その鑑定結果の利用目的が明記され、それ以外の目的で

の利用を認めないことを歯止めとすべき 153）であろう。

　ただ、日本の場合、強制採血の際に必要な令状の種類に争いがあるだけであっ

て、令状を要することは確定的である。逮捕時であっても強制採血を無令状で

行うことはできないと言えよう 154）。このため、飲酒運転の証拠を確保するた

めには、呼気検査の後、必要であれば、迅速に令状を請求することになる。ま

た、酒気帯び運転となるのは BAC 0.03％以上で、これを僅かに超えるレベル

の多くの被疑者には呼気検査で対応でき、逆に、意識を失うほどであれば、確

実に令状を取って採血すれば優にこの一線を超える BAC の値を確保できそう

である。若干の小細工が可能な軽度の違反者だけが摘発を逃れる恐れはあるが、

だから令状主義が没却されてよいわけではない。

　そうなると、何故、アメリカは日本のように令状を取らないのか、という疑

問も湧く。遠因として、罪となる BAC の値が高過ぎ、被疑者のそれがこの線

を下回るまでの時間が少ないこともあるのかもしれない。ただ、ソトマヨール

反対意見のように、迅速な請求を警察に求める、そのための工夫を求めればよ

いという見解も、日本の判例・実務及び学説を経由すると、説得的に見えるか

もしれない。逆に、アメリカの判例・実務を前提にすれば、日本は、刑事訴訟

法の想定していない医師や科学者による強制採血を支えるのはどの令状なのか

をややアクロバット的に考えるのは、結局、憲法を起点とする根拠を示してい
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るようで示したことになっていないのではないか、との疑問も生じさせる。令

状主義原則の要請が何であるかの再考が必要であろうか。

おわりに

　日本では、強制採血を無令状で行うことはおよそ否定されているため、本件

アメリカの最高裁判決は直接には参考にならないのかもしれない。しかし、広

げて、令状主義原則がどうあるべきかを考えるとき、本判決は興味深いテーマ

を見せてくれている。日本の判例や刑事法学説は、採血の令状をややアクロバッ

ト的に認定してきたようにすら見えるからである。

　日本での酒気帯び運転から強制採血に至る手続を合理的に説明できないので

あれば、実は、アメリカと同様に、令状主義の例外及びその条件の問題として

説明した方がよいのかもしれない 155）。この方向性は、これまで殆ど模索され

てこなかった 156）。しかし、日本国憲法の刑事手続条項が充実しており具体的

であると言っても、相対的な問題である。通常、憲法条文は下位法令と比べて

抽象的なものであり、性質上、そこでの「権利」も「原則」に接近しがちなも

のである。狭いが強い保障に徹するだけでは、憲法解釈としては無理が生じよ

う。原則の例外は認めつつ、日本国憲法の刑事手続条項の充実に鑑み、手厚い

適正な手続を求め、それが満たされないときの証拠排除を厳密に守らせること

が肝要である 157）が、抽象的文言の多い憲法の保障の原則化、換言すれば狭い

範囲の例外が生じることはやむを得ないとの判断も避けられないようにも思わ

れる。憲法の言葉で言えば、緊急逮捕についても実はそうであったように 158）、

多くの場面を法令違憲ではなく適用違憲で対応すべきだということになろう

か。立法的解決を望むと共に、理論的一貫性ある解釈を模索したいものである。
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号 6 頁、17 頁（1981）、三井誠『刑事手続法（1）』〔新版〕66 頁（有斐閣、1997）、田口
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守一『刑事訴訟法』〔第 5 版〕97 頁（成文堂、2010）、白取祐司『刑事訴訟法』〔第 6 版〕
142 頁（日本評論社、2010）など。近年、強制採尿についても併用説が妥当だとする説
も有力だという。宇藤ほか前掲註 146）書 161 頁［堀江慎司］参照。

150）田宮前掲註 143）書新版 119 頁。

151）同上同頁。

152）‌�安富潔「刑事訴訟法演習講座（18）─体液の採取─強制採尿・強制採血（1）」警察学論
集 45 巻 11 号 134 頁、135─136 頁（1992）。

153）‌�水野陽一「刑事手続における強制採血と DNA 型鑑定に関する一考察」広島法学 36 巻
2 号 184 頁、161 頁（2012）。なお、緑前掲註 131）評釈 131 頁は、「黙示的承諾の論理が、
医師の医療行為に伴う治療目的での採血との関係で、問題となる可能性はある」と指
摘する。最決平成 17 年 7 月 19 日刑集 59 巻 6 号 600 頁。本件評釈には、佐久間修「判批」
ジュリスト 1303 号 64 頁（2005）、渕野貴生「判批」法学セミナー 610 号 129 頁（2005）、
岡本章「判批」警察公論 61 巻 3 号 63 頁（2006）、山田耕司「判批」ジュリスト 1308 号
201 頁（2006）、同「判批」法曹時報 58 巻 10 号 283 頁（2006）、同「判批」ジュリスト
増刊『最高裁時の判例 5　平成 15─17 年』419 頁（2007）、同「判批」最高裁判所調査官
室編『最高裁判所判例解説刑事篇平成 17 年度』253 頁（法曹会、2008）、安村勉「判批」
ジュリスト臨時増刊 1313 号『平成 17 年度重要判例解説』191 頁（2006）、浅田和茂「判
批」宇都木伸ほか編『医事法判例百選』98 頁（2006）、米澤敏雄「判批」判例評論 573
号 52 頁（2006）、 伊東研祐「判批」刑事法ジャーナル 3 号 106 頁（2006）、飯野海彦「判
批」北海学園大法学研究 42 巻 2 号 151 頁（2006）、佐伯仁志「判批」甲斐克則＝手嶋豊
編『医事法判例百選』〔第 2 版〕58 頁（2014）などがある｡ このほか､ 上田信太郎「犯
罪に関わる患者情報と医師の守秘義務」『立石二六先生古稀祝賀論文集』631 頁（成文堂、
2010）、橋本雄太郎「救急医の守秘義務と捜査機関への通報義務に関する一考察」杏林
社会科学研究 27 巻 2 号 1 頁（2011）などもある。

154）‌�なお、流血を微量採取するなどは任意で、つまり無令状で可能とされている。三井前
掲註 149）書 60 頁、田口前掲註 149）書 97 頁など。

155）大久保正人「合理的な例外の可能性について」桃山法学 16 号 53 頁、84─85 頁（2010）など。

156）‌�緑大輔「無令状捜索押収と適法性判断（3・完）─憲法 35 条による権利保障」修道法学
29 巻 1 号 244 頁、227 頁（2006）は、「少なくとも、これまで日本においては、無令状
捜索押収の着手・執行について解釈するための規範的な枠組みは充分に展開されてき
たとは言い難い」のであり、「強制処分の執行形式・形態については、立会いなどの各
手続き条項の存在意義を説くに止まっている場合が多い」と指摘する。

157）‌�同上 222 頁は、「もともと、『必要最小限度の基準』は、立法府・行政府の採った行為
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（立法）の目的や手段につき、合憲性の推定を排して、裁判所が立ち入った審査を行う
点に特徴があった。もし、表現の自由の領域で用いられている LRA 基準が『侵害され
ているとの主張にかかる権利・自由が高い価値を有することが前提としている』ため、
この基準の採用には当該自由の『優越的地位が確立されている必要がある』のだとし
ても、捜索押収を受けない権利が LRA 基準を用いるだけの価値は備えているのでは
あるまいか」と述べる。同論文 220 頁は、「目的審査においては、無令状捜索押収を行
うことについて、『やむにやまれぬ政府の利益』が存在することが必要となろう」とも
述べる。LRA 基準は煽動などの表現行為に処罰を加える立法やその適用の合憲性判断
テストである（君塚前掲註 136 書）第 29 章参照）のではあるが、これを中間審査の言
い換えと解さず、厳格審査ベースで考えていることには共感できる。ただ、最終的に、
同論文 208 頁が、「手段審査においては『必要最小限の手段』を、そして目的と手段の
間に実質的な関連性を求める」とする主張の最後が中間審査ベースになっており、憲
法学の側からは一貫性を求めたい。

158）‌�君塚正臣「緊急逮捕の合憲性─刑事手続に厳格な審査を施す意味」横浜国際社会科学
研究 24 巻 3 号 1 頁、20 頁（2020）は、緊急逮捕の合憲性の議論についても合憲限定解
釈・適用違憲優位の議論を推奨する。

［付記‌�］本研究は 2020 年 4 月 18 日に学習院大学東 2 号館 8 階会議室で行われた合衆国最高裁
判所判例研究会（紙谷雅子会長）での報告を纏めたものとなるところであったが、新
型コロナウイルス感染症の蔓延による緊急事態宣言のため同研究会は一旦 6 月 20 日に
延期となり、それも無期延期となったため、研究会で多くの意見を頂いて修正される
べき点があり得ることを留保しつつ、それ以前に判例研究として公表するものである。
なお、本稿は、平成 30 年度─令和 4 年度日本学術振興会科学研究費基盤研究（Ｃ）一般「憲
法訴訟論の適正手続・身体的自由への発展・展開」（課題番号 18K01243）による研究
成果の一部である。また、令和 2 年度横浜国立大学国際社会科学研究院法律系サバティ
カル中の成果である。本稿では、原則として敬称は略させて頂いた。

　 　‌�　ところで、横浜国際社会科学研究は、残念ながら、2018 年度掲載分からは、学外からは、
電磁媒体としての閲覧しかできなくなった。2020 年度上半期刊行の 25 巻 1 号 1 頁の論
説「憲法判例研究論─叙情的ではない判例評釈執筆に向けて」及び 2 号 1 頁の論説「刑
事法学における死刑論議─團藤重光を中心に」については、基本的には、横浜国立大学
学術情報リポジトリ

　 　‌�https://ynu.repo.nii.ac.jp/index.php?action=pages_view_main&active_action=repository_
view_main_item_snippet&index_id=407&pn=1&count=20&order=16&lang=japanese&p
age_id=59&block_id=74 から参照されたい。

� （2020 年 5 月 14 日脱稿）




